（消費税廃止各界連）2025年12月宣伝スポット（参考例）

◆ご通行中のみなさん、商店街のみなさん。私たちは消費税廃止各界連絡会です。くらしや営業、地域経済を守るため、消費税の減税・廃止、インボイス制度の即時廃止を求めています。
◆今日、12月24日は37年前に消費税法が強行採決された日です。私たちは消費税の導入時から一貫して反対し、その後の税率引き上げにも反対してきました。
◆7月の参院選で自民・公明の与党は両院で過半数割れに追い込まれ、公明党は26年続いた連立から離脱しました。しかし、政治とカネの問題に無反省な自民党は維新と数合わせの連立を組むことで政権を維持しています。
◆参院選で消費税減税を掲げた政党が伸長したことで、消費税減税・インボイス廃止への賛同が増え、いま集めている各界連の署名の紹介議員は立憲・国民・共産・れいわ・社民など6会派77人に広がっています。一方、臨時国会で請願の審議が行われた財務金融委員会では共産とれいわを除く全党が採択への賛否を保留しました。消費税減税を求める国民の声をさらに集めて、本気で消費税減税・廃止に取り組む政党を増やさなくてはなりません。
◆世界では１１６の国、地域で日本の消費税にあたる付加価値税が減税されています。付加価値税のある先進国で一度も減税を実施していないのは日本だけです。消費税率を引き下げた国からは消費税減税は物価高対応の一時的支援に留まらず、個人消費の活性化による経済の好循環をもたらすことが報告されています。日本でも消費税の減税・廃止を実現させ、実効性ある景気回復を実現させようではありませんか。
◆インボイス制度も大問題です。取引継続の為にインボイス登録を求められ、やむなく課税事業者になった小規模事業者やフリーランスは新たな負担が押しつけられ、この先、同じ仕事を続けていけるのかと不安が広がっています。発注側の事業者からも深刻な人手不足の中、協力事業者へインボイス登録を求められず、自社で消費税を負担するしかないと苦悩する声も寄せられます。
◆政府はインボイスの特別措置を改悪して延長し、負担増を押しつける案を税改正大綱に盛り込むことを発表しました。事業者同士で負担を押しつけ合わせ、本来は免税である小規模事業者に過大な負担を負わせるインボイス制度そのものの問題点は全く解消されていません。欠陥だらけのインボイスはただちに廃止せよ！の声を政府に届けようではありませんか。
◆高市内閣は消費税減税は財源がないという一方で、今年の補正予算案では何の財源の裏付けもないまま8472億円もの軍事費を計上しました。社会保障の4兆円削減も議論されています。アメリカの言われるがまま軍事費を拡大させ続ける自民党政権のままでは、将来の大幅な増税と社会保障の改悪は避けられません。すでに27年度から防衛特別所得税を課す方針も示されています。
◆現在、アメリカが同盟国に求めているGDP比3・5％の軍事費を日本で実現するためにはさらに10兆円が必要になります。消費税に換算すると4％から5％に当たります。ロシアではウクライナ侵攻を開始してから2度の付加価値税増税が実施され、4％の税率引き上げが行われました。武力と武力で対抗しあう高市路線の先に待つのは、国民に我慢を求め、無謀な戦争に突き進んだ戦前の軍事国家です。税金は武器ではなく、国民生活に使え！の声をご一緒にあげましょう。
◆いま、皆さんにお願いしている署名は、消費税率５％以下への減税、インボイス制度の廃止を求める国会請願署名です。「消費減税で物価を下げろ、インボイス廃止で作り手を守れ」の声を国会に届けるため、ご協力をお願いします。
